
  
  
  
  

土地・空間 DX とデータ利活用の好循環へ
―DX により生成されるオルタナティブデータ―

株式会社ニッセイ基礎研究所 金融研究部 不動産投資チーム 主任研究員 佐久間 誠
さくま まこと

．．ははじじめめにに

コロナ禍は、我々の社会や経済に甚大な影響を

与えたが、その一方で、デジタルトランスフォー

メーション（ ）の進展を後押しした。感染拡大

を防ぐために緊急事態宣言やまん延防止等重点措

置といった行動制限が行われる中、経済活動を維

持するため、デジタル技術の活用が不可欠となっ

た。その典型例がテレワークであり、実際に導入

してみると意外にも有用であることが明らかにな

り、定着した。これを契機に働き方の が加速し

た。

は決して新しい概念ではない。 年にスウ

ェーデンのウメオ大学の 教授ら

が「 とは、デジタル技術が直接もしくは間接的

に人間の生活の様々な面において引き起こす変化

のことである（

）」と定義している（

）。

コロナ禍において が注目を集めた要因には、

スマートフォン等の普及に伴う消費行動等の

変化、（ ）デジタル・ディスラプションの脅威、

（ ）リアル空間を含めたデータの増大・ネットワ

ーク化、（ ）デジタル市場のグローバル化、があ

る（総務省 ）。つまり、デジタル技術が我々

の社会や経済に徐々に浸透していく中で、コロナ

禍が への関心を高めるきっかけとなったと言

える。

を進めることで日本の競争力を高めることが

重要だという認識は、コロナ禍が収束した現在、

ますます強まっているように見受けられる。例え

ば、「不動産」と各種「 用語」を含むメディア

の報道数を見ると、 年以前は や が関

心の高い分野だったが、コロナ禍以降の 年か

らは への注目が増し、コロナ禍が収束した

年にはさらに関心が高まっている。不動産業にお

いても が注目を浴びていることが明らかであ

る（図 ）。

しかし、実際に不動産・物品賃貸業において

に取り組んでいる企業の割合はわずか ％に過

ぎない（総務省 ）。 の成功にはデータの

利活用が不可欠だが（経済産業省 ）、不動産

業界では適時適切なデータの取得が難しいという

制約が長年の課題となっている。この制約が、デ

ータの利活用を妨げ、結果として 化の遅れを招

いている可能性がある。しかし、近年注目を集め

るオルタナティブデータの活用は、この課題を解

決する鍵となる可能性がある。

データの利活用により が進むことで、さらに

データが生成されるという好循環が生まれる。そ

して、データの質と量を確保し、効果的に活用す

ることで、業務の効率化や新たなビジネスモデル

の創出が期待される。また、不動産市場の透明性
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出所 のデータを基にニッセイ基礎研究所作成

を高めるためにも、データの利活用は不可欠であ

る。このように、データの利活用を推進すること

は、今後の企業経営や政策運営において重要な論

点となるだろう。

．．ココロロナナ禍禍でで再再認認識識ししたた伝伝統統的的デデーータタのの課課題題

コロナ禍は我々の経済や社会の課題を浮き彫り

にした。その一つが、従来から使用されてきた政

府統計や企業の財務情報、すなわち伝統的データ

の限界である。

コロナ禍は極めてスピードの早い危機だった。

日本の実質 は 年 月期に前期比－

％と、世界金融危機時の 年 月期の－

％を大きく上回り、 統計で遡ることができ

る 年以降で最大の落ち込みとなった。緊急事

態宣言の発令によって需要が蒸発し、個人消費が

大幅に減少したためである。一方、 年 月

期には前期比＋ ％と、内外の経済活動が再開し

たことで、大幅なプラスとなった。このように、

経済がジェットコースターのように乱高下する中

で、政府や企業は迅速な対応を求められたが、伝

統的データは公表までに時間がかかり、公表頻度

も低いため、現状を把握することが困難であった。

さらに、コロナ禍の影響は不均一であった。不

動産市場では、ホテルや商業施設は人流の減少に

より深刻な影響を受けた一方、 コマースやテレ

ワークの拡大の恩恵を受けた物流施設やデータセ

ンターは成長が加速した。このような二極化は、

不動産市場のみならず、経済や社会全体で見られ、

「 字型」と称された。家計への影響も一様では

なく、年齢や所得水準などによって異なるため、

給付金などの政策対応の在り方やその評価が問わ

れた。しかし、政府統計は平均値で公表されるこ

とが多いため、個票データを開示してもらわない

限り、不均一性を考慮した分析は難しかった。
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．．ココロロナナ禍禍でで注注目目をを集集めめたたオオルルタタナナテティィブブデデーー

タタ

このような状況下で、速報性や公表頻度が高く、

粒度の細かいオルタナティブデータに関心が集ま

った。オルタナティブデータとは、従来の伝統的

データに対して新たに利用されるようになった非

伝統的なデータの総称である。例えば、スマート

フォンの位置情報データや データ、クレジッ

トカードデータ、衛星画像、 テキストデータ

などが含まれる。

オルタナティブデータの活用はコロナ禍以前か

ら欧米の金融機関を中心に進んでいたが、日本国

内での関心は比較的低かった。しかし、コロナ禍

においてはスマートフォンの位置情報データを基

にした人流データがメディアで多く取り上げられ、

研究者や実務者、政策担当者だけでなく、一般の

人々も自然と目にするようになった。オルタナテ

ィブデータの重要性は今後も増すことが予想され

ており、 によれば、オルタ

ナティブデータの市場規模は 年の 億ドル

から 年には 億ドルに拡大するとの見通

しである。

．．オオルルタタナナテティィブブデデーータタのの利利活活用用がが進進むむ背背景景

近年、オルタナティブデータへの関心が高まっ

ている背景には、コロナ禍で伝統的データの限界

が明らかになっただけでなく、技術進歩によって

様々なデータが利用可能になっている点が大きい。

技術の進展により、新しいデータが生み出される

ことがある一方、従来は膨大な時間と費用がかか

っていたデータが手軽に安価に利用できるように

なり、利活用が進んでいる。

例えば、オルタナティブデータの代表的な活用

例として、商業施設の駐車場の混雑度合いを計測

することで、売上高をナウキャストする方法があ

る（ ）。売上高など企業の

 
1 他にも、マクタン・セブ国際空港の新ターミナル建設
が地域経済に与えた影響を衛星画像データによる車両

通行量から推計した など、インフラの

効果を推計した研究もある。 

財務情報は通常、四半期データが ヶ月程度の時

間を経て公表され、タイムラグが生じるため、衛

星画像を活用することで、タイムリーに状況を把

握しようというものだ。一方で過去を振り返ると、

米ウォルマートの創業者サム・ウォルトンは自家

用機で全米の店舗を巡る中、空中から駐車場の様

子を観察して、店舗の売上動向を確認していたと

される。これは衛星画像を用いた方法と基本的に

同じ発想である。ただし、実際に自家用機を購入

して店舗を巡るには莫大なコストがかかるため、

多くの企業や政府にとって現実的な方法ではなか

った。技術の進歩により、衛星画像のコストが大

幅に低下し、実務や研究において利用可能となっ

たのである。

技術進歩の中でも特に、インターネットとスマ

ートフォンの普及が、オルタナティブデータの利

活用拡大に大きく寄与している。 年に

の商用サービスが開始された当時、日本における

個人のインターネット普及率は ％に過ぎな

かったが、 年には 割超、 年には 割超、

年には ％に達している。インターネット

の普及に伴い、ネットワークやデバイスの性能も

進化し、デジタル技術が生活や経済活動を支える

インフラとして定着した。この過程で、デジタル

データの量が急速に拡大し、情報コストが低下し

たことで、双方向の情報交換が可能となった。そ

して、急増した情報にアクセス可能にし、ネット

ワーク効果により拡大した企業はプラットフォー

マーとしてデータを蓄積した。

インターネット検索データを用いて経済動向を

ナウキャストする研究は数多く存在する。

は、 から取得し

た特定キーワードの検索回数を用いて自動車販売

や失業保険申請件数、旅行地選択、消費者信頼感

などのモデルに組み込むと、説明力が向上するこ

とを示した先駆的な研究である。また、

は、ローカルビジネスレビューサイト

である でレビューされたビジネスやレスト

ランの数の変化が、ビジネスやレストランの全体

数の変化をナウキャストできることを示した。ま
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は、 から取得し

た特定キーワードの検索回数を用いて自動車販売

や失業保険申請件数、旅行地選択、消費者信頼感
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とを示した先駆的な研究である。また、

は、ローカルビジネスレビューサイト

である でレビューされたビジネスやレスト

ランの数の変化が、ビジネスやレストランの全体

数の変化をナウキャストできることを示した。ま

た、 は、 によって測

定される地域の経済活動が住宅価格の変化の先行

指標となり、どの地域でジェントリフィケーショ

ンが進むかを予測するのに役立つと示唆している。

さらに、 は、各種データの

不動産の賃料変動の予測検出力を調べたところ、

割はオルタナティブデータによるもので、伝統的

データを上回ることを示した。他にも、クレジッ

トカードや データを活用した研究も多くあり、

これもインターネットの普及により社会経済がデ

ジタル化していることが背景にある。

スマートフォンの普及もオルタナティブデータ

の利用拡大に寄与している。 が国内で発売

された 年後である 年に日本の普及率は

％であったが、 年には 割超、 年に

は 割超、 年には ％に達している。スマ

ートフォンの普及により、生活や経済活動に関す

る多様で粒度の細かいデータが蓄積され、取得可

能になった。

スマートフォンによって生まれたオルタナティ

ブデータの代表例が位置情報データである。日本

では、王ら が小売・娯楽業や製造業の活動

について、位置情報データによって高精度にナウ

キャストできることを示している。また、コロナ

禍では人流を抑制するために携帯位置情報データ

が重要な役割を果たし、ロックダウンや行動制限

の影響を評価するために活用された。

さらに、コロナ禍では在宅勤務が普及したこと

でオフィス需要が低下し、日本においても一時「オ

フィス不要論」が注目を集めた 日本経済新聞

。その際、どれほどのオフィスワーカーが出
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て、速報性・リアルタイム性の高い分析やこれま

で定量化されてこなかった定性的な情報を活用し

た分析、新たな経済指標・インデックスの開発が

可能になり（岡崎・敦賀 ）、不動産分野にお

けるデータ利活用の推進に大きく寄与するだろう。

．．オオルルタタナナテティィブブデデーータタのの課課題題

オルタナティブデータには課題もある。多くの

オルタナティブデータは公表を目的として作成さ

れておらず、人々の生活や経済活動の副産物とし

て生成される。そのため、データ計測時の物理的

ノイズやサンプルノイズなど観測ノイズの存在、

観測対象の特性変化によるデータと経済活動の関

係性の変化、データの規格変更や更新停止するな

ど観測データの不連続性などが、課題として指摘

されている（水門 ）。

また、コロナ禍でオルタナティブデータの利活

用が進む中で、不動産業や不動産行政における課

題も明らかになった。その一つが、データのマッ

チングの問題である。データサイエンティストの

仕事の 割から 割はデータの前処理だと揶揄さ

れることがあるように、データ分析において前処

理工程が非常に重要である。異常値の排除やデー

タのクレンジングに加え、複数のデータセットを

結合する作業が特に大変である。オルタナティブ

データを用いて不動産に関する分析を行う場合、

町丁目単位やメッシュ単位（ 四方など）では

なく、さらに細かい建物や土地単位での分析が可

能になる。しかし、その際に、どこにどのような

建物が存在するのかという情報を把握し、それを

他の空間情報や経済・金融データと結びつけるこ

とが課題となる。

この問題を解決する鍵として、不動産 が期待

される。上場企業の分析では証券コードをキーに

データをマッチングすることが一般的であるが、

土地や建物については共通のコードがない。また、

 
2 そもそも国内全市場で共通の証券コードが誕生した

のは 年で、精算業務を機械化するために統一され

た（伊藤 ）。同様に、土地や空間の が進む中で、

不動産 が求められるようになったと言える。

住所や地番には表記ゆれが存在し、同一住所に複

数の物件が存在することなどから、データセット

を結合するには労力がかかる。不動産 は、土地

や建物を一意に特定するための共通コード（ 桁

の番号）であり、物件を特定することが可能にな

る。この不動産 をキーとして、空間情報や今後

拡大が期待される 機器のデータ連携に活用す

ることで、データの利活用を促進し、土地や空間

における官民の を進めることが期待される。 

．．おおわわりりにに

政府や民間におけるデータ利活用は依然として

道半ばである。しかし、日本銀行がオルタナティ

ブデータを用いた分析を紹介するサイトを開設し、

内閣府の月例経済報告にもオルタナティブデータ

が度々登場するようになるなど、コロナ禍を経て

オルタナティブデータを取り巻く環境は変わった。

オルタナティブデータの利活用には多くの課題

が残されているが、これらの課題は制度改革や技

術革新によって解消される可能性がある。データ

の利活用が進むことで、不動産市場の透明性が向

上し、社会全体に多くのメリットがもたらされる。

不動産業界においても、 の進展に伴いデータ活

用がさらに進み、業務の効率化や新たなビジネス

モデルの創出が見込まれる。その結果、「不動産」

という枠組みを超え、フィジカルとデジタルの双

方を活用しながら土地や空間をマネジメントする

新しい業態へと進化し、やがて、「オルタナティブ

（ ）」なデータが「トラディショナル

（ ）」になる日が来るかもしれない。

 
3 日本における顧客に関するデータを活用している企
業の割合（「既に積極的に活用している」または「ある

程度活用している」と回答した企業の割合）は、

年度の ％から 年度の ％、顧客以外のデータに

ついては ％から ％に急増したが、米国、中国、独

国に比べ依然として低い水準にとどまっている。
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